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(57)【要約】
【課題】　処置具挿通チャネルの突出口から突出した処
置具の妨害感を低減する。
【解決手段】　処置具６と、右目用撮像部２Ｒと、左目
用撮像部２Ｌと、を有し、撮像対象物を立体表示するた
めの像を右目用撮像部および左目用撮像部によって撮像
する内視鏡であって、右目用撮像部および左目用撮像部
の両視野内に存在する処置具の可動範囲内における任意
の点の最大輻輳角が３０度以下であることを特徴とする
内視鏡。
【選択図】　図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　処置具と、右目用撮像部と、左目用撮像部と、を有し、撮像対象物を立体表示するため
の像を前記右目用撮像部および前記左目用撮像部によって撮像する内視鏡であって、
　前記右目用撮像部および前記左目用撮像部の両視野内に存在する前記処置具の可動範囲
内における任意の点の最大輻輳角が３０度以下であることを特徴とする内視鏡。
【請求項２】
　前記処置具の突出口が前記立体内視鏡の側面に配置されることを特徴とする請求項１に
記載の内視鏡。
【請求項３】
　請求項１又は２に記載の内視鏡と、前記右目用撮像部及び前記左目用撮像部により撮像
され得られた画像に立体表示処理を施す立体表示処理回路と、前記立体表示処理回路から
出力された画像を表示するための表示器と、を備えたことを特徴とする立体内視鏡システ
ム。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は立体表示可能な像を撮像する内視鏡に関する。
【背景技術】
【０００２】
　立体内視鏡とは、視差のある複数の像を撮像でき、それにより複数の画像を融合して画
像の立体表示（３Ｄ表示）を可能とする内視鏡のことである。
【０００３】
　内視鏡の本体部分に、観察用の光学系とともに患部に薬品を投与することができる処置
具を挿通させることで、人体への侵襲箇所を１箇所にとどめ、且つ、小さい切開領域で観
察と処置とを行うことができる。
【０００４】
　図７は、特許文献１に示される立体内視鏡の先端の平面図である。図７において、内視
鏡先端部１９には、左対物レンズ２Ｌと、右対物レンズ２Ｒと、照明窓４と、処置具挿通
チャネルの突出口１３とが設けられている。右対物レンズ２Ｒは、右目映像に対応した撮
像用レンズ、左対物レンズ２Ｌは、左目の映像に対応した撮像用レンズである。
【０００５】
　図８の（ｂ－１）に示すように、内視鏡の使用時には内視鏡先端１９の突出口から、レ
ーザープローブのような処置具６が伸び出てくる。左右の対物レンズ２Ｒ、２Ｌから観察
できる領域は視野境界線８より内側であり、この領域まで、処置具６が伸び出てこないと
、処置具６を観察することはできない。（ｂ－１）で示した状態は、（ｂ－２）に示すよ
うに、左右の対物レンズ２Ｒ、２Ｌで観察されることになる。このような像が、立体表示
用の像として表示装置１０に表示される様子を（ｂ－３）に示す。表示装置１０により表
示された像は、観察者１１によって、符号２６の位置に処置具があたかも存在するように
、処置具像として観察される。
【０００６】
　立体内視鏡は被写体を立体的に映し出すので、観察者はより正確な処置を行うことがで
きる。立体的に映し出されるのは、被写体についての視差を有する二つの画像を取得する
ことができるからである。
【０００７】
　このとき、観察可能な領域内かつ突出口付近にある処置具６の根元と、左右のレンズの
撮像中心とをそれぞれ結ぶ線分が交差してできる輻輳角７は、処置具６の先端と、左右の
対物レンズの撮像中心とをそれぞれ結ぶ線分が交差してできる輻輳角７に比べ大きくなる
。
【０００８】
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　観察者は、大きな輻輳角となる処置具の根元に左目および右目の視線を互いに合わせる
（融像する）ことが困難であるため、立体像として認識し難くなり、処置具の根元は使用
者にとって妨害要因となる。ここで融像とは、視差のある複数の画像を融合し一つの画像
として見ることである。
【０００９】
　また、処置具の根元が映像に写りこんでいた場合、人の目は無意識に視線を合わせよう
と試み続ける。そのため、この状態で作業を続ける場合、目の疲労が大きくなる。
【００１０】
　特許文献１には、処置具挿通チャネルから突出させるレーザープローブの先端部以外の
部分に透光性部材を用いることで先端部以外の部分の視認性を下げて、映像の妨害感を低
減させる立体内視鏡用レーザープローブが開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１１】
【特許文献１】特開２００８－１３６６７１号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１２】
　特許文献１に記載のレーザープローブは、透光性の被覆材を用いることで、レーザープ
ローブの先端部以外の視認性を下げることで、妨害感を低減している。
【００１３】
　しかし、レーザープローブの先端部は視認できる位置に存在するので、妨害感がある。
また、処置具が、鉗子やワイヤーなど透光性を有さない場合には、妨害感の低減が困難で
ある。
【００１４】
　本発明は、融像できない領域の観察を妨げることで、観察時の妨害感を低減できる立体
内視鏡を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１５】
　本発明は、処置具と、右目用撮像部と、左目用撮像部と、を有し、撮像対象物を立体表
示するための像を前記右目用撮像部および前記左目用撮像部によって撮像する内視鏡であ
って、
　前記右目用撮像部および前記左目用撮像部の両視野内に存在する前記処置具の可動範囲
内における任意の点の最大輻輳角が３０度以下であることを特徴とする。
【発明の効果】
【００１６】
　本発明によれば、融像可能な領域のみの撮像を可能にすることで、内視鏡の使用時の妨
害感を低減できる。
【図面の簡単な説明】
【００１７】
【図１】本発明の内視鏡の構成を説明するための模式図である。
【図２】本発明の一実施形態に係る立体内視鏡の動作を説明するための模式図である。
【図３】融像領域と融像可否の関係を説明するための模式図である。
【図４】本発明の一実施形態に係る立体内視鏡システムを説明するための模式図である。
【図５】本発明の別の実施形態に係る立体内視鏡を説明するための模式図である。
【図６】本発明の他の実施形態に係る立体内視鏡を説明するための模式図である。
【図７】立体内視鏡先端の模式的平面図である。
【図８】立体内視鏡システムを説明するための模式図である。
【発明を実施するための形態】
【００１８】
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　図１は、本発明の内視鏡の構成を示しており、内視鏡先端に設けられた処置具挿通チャ
ネルの突出口１３から、処置具６が前後に移動可能に突出している状態を示している。
【００１９】
　本発明の内視鏡は、処置具６と、右目用撮像部２Ｒと、左目用撮像部２Ｌと、を有し、
撮像対象物を立体表示するための像を右目用撮像部および左目用撮像部によって取得する
。
【００２０】
　右目用撮像部および左目用撮像部それぞれで観察可能な視野は、各撮像部の光学系の特
性と撮像素子の画素アレイの大きさで決定される。
【００２１】
　図１では、説明を簡単にするため、交点１４を通る２つの視野境界線が、交点１４と右
目用撮像部２Ｒの撮像中心Ａとを結ぶ線分ＯＡ上、及び、交点１４と左目用撮像部の撮像
中心Ｂとを結ぶ線分ＯＢ上、にそれぞれある光学系に近似して説明する。現実には、各撮
像部の受光面は有限の面積を有するので、視野境界線は前述の図３のように撮像部の受光
面の端部を通る境界線となる。
【００２２】
　ここで、視野とは、各撮像部により観察可能な領域であり、視野境界面とは、視野と非
視野との界面、即ち視野の最外周面である。視野境界線とは、視野境界面の面内にある直
線である。
【００２３】
　上述した近似の下では、視野界面は、視野角に等しい頂角２８をもつ円錐の曲面に相当
する。図１において、右目用撮像部および左目用撮像部の視野内において、右目用撮像部
２Ｒ及び左目用撮像部２Ｌの視野境界線が処置具６の可動線と交わる点は、交点１４（＝
交点Ｏ）となり、交点１４において２つの視野境界線の交わる角度を３０度以下とする。
【００２４】
　可動線とは、処置具の可動範囲内の移動奇跡の一つであり、図１では、処置具６の頂点
の移動軌跡が該当する。換言すれば、交点１４と右目用撮像部の撮像中心Ａとを結ぶ線分
ＯＡと、交点１４と左目用撮像部の撮像中心Ｂとを結ぶ線分ＯＢと、の成す角度７が、３
０度以下である。この角度を視野内の最大輻輳角とする。交点１４は、両撮像部による両
視野内であって、且つ、処置具の可動範囲内における任意の点の輻輳角が最大となる位置
である。
【００２５】
　本発明によれば、右目用撮像部および左目用撮像部の両視野内に存在する処置具の可動
線範囲内における任意の点の最大輻輳角を３０度以下にすることによって、融像可能な領
域のみを撮像することを可能とし、内視鏡の使用時の妨害感を低減できる。
【００２６】
　両撮像部の視野内において、処置具が位置する場合の最大輻輳角を３０度以下とするた
めには、２つの対物レンズ間距離に該当する撮像中心間距離１５や、対物レンズとチャネ
ルとの間の距離１６や、視野角２８を適宜定めればよい。
【００２７】
　輻輳角７をα、対物レンズ間距離１５をｗ、対物レンズ、チャネル間距離１６をｈ、視
野角２８をβとすると、図１の（ｂ）の関係となる。
【００２８】
　図１の（ｂ）の関係は満足しなくとも、二つの撮像部とその二つの撮像部の撮像中心間
の中点から垂線を下した点と、処置具の中心がずれてもよい。なお、距離の計測方法は公
知のものを使用することができる。
【００２９】
　輻輳角の計算方法として、例えば余弦定理等が挙げられるが、これらに限定されない。
【００３０】
　視野角２８は、水平及び垂直方向を含む全方向で均一、つまり光学特性が等方的である
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ことを前提に説明したが、光学特性は異方性をもっていてもよい。
【００３１】
　視野角は大きいほど処置具の根元近くまで観察することができる。その反面大きいほど
融像できない画像を映しやすい。視野角を小さくすると融像できない画像を映しにくいが
、処置具を撮像できない領域が大きくなる。
【００３２】
　本発明に用いられる撮像部の視野角が６０度乃至１００度になるように光学系を設計す
ることが好ましい。視野角が大きすぎる場合は、融像しない画像を取得するからである。
　　　
【００３３】
　また、視野角が小さすぎる場合は、融像できない画像は取得しないが、処置具をある程
度の長さまで突出しないと使用が処置具を確認できない。したがって、視野角は上記の範
囲の角度が好ましい。
【００３４】
　本発明の実施形態によれば、内視鏡を用いて、撮像対象物を観察しながら、処置具を内
視鏡先端部から導出して作業を行うと、影像内の各部位がそれぞれ融像可能で、疲れにく
い立体表示映像を得ることができる。
【００３５】
　本発明に用いられる処置具としては、レーザープローブや鉗子などの手術具が挙げられ
る。処置具は、処置具挿通チャネルから直線状に可動するが、重力の影響で多少撓んで、
」延びるものであってもよい。突出口外において、処置具が動く範囲を可動範囲と呼ぶ。
図１の例では、可動範囲内の直線上を処置具が移動する。
【００３６】
　処置具を、処置具挿通チャネルから突出した場合でも、自重によって変形しない強度を
有する材料で構成してもよい。この場合には、突出する長さは、処置具が自重により変形
しない長さならば、特に限定されないが、２ｃｍ以上５ｃｍ以下が好ましい。
【００３７】
　図２は、使用時に処置具を最も延ばした状態を示しており、符号１２に示す、突出口外
の処置具の長さが可動範囲（最大突出長）に相当する。内視鏡で処置をしようと考える程
度、例えば約５ｃｍ程度の距離においては、自重による撓みは小さいため、無視できる。
【００３８】
　また、撮像部が撮像する対象物を、撮像対象物という。本発明に用いられる、右目用撮
像部および左目用撮像部とは、それぞれ観察者の右目用および左目用の画像を取得するた
めの撮像部である。右目用撮像部はひとつの撮像部であっても、複数であってもよく、同
様に、左目用撮像部はひとつの撮像部であっても、複数であってもよい。各撮像部は、円
形に限られず、楕円形でも四角形でもよい。一方の目用の撮像部が複数ある場合は、それ
ぞれの撮像部の撮像中心の重心を撮像中心Ａとする。
【００３９】
　一般に、撮像領域とは、右目用撮像部および左目用撮像部がそれぞれ撮像できる領域で
あり、撮像領域の中には融像領域と非融像領域が含まれる。
【００４０】
　本発明における、融像領域とは人の左右の網膜に映ったそれぞれの像をひとつにまとめ
て単一視することが可能な領域である。この領域内の撮像対象物は融像することができ、
立体としてとらえることができる。
【００４１】
　また、非融像領域とは撮像領域の中で融像領域以外の部分である。この領域の撮像対象
物は両眼複視の状態にあり、単一視することができないので、立体としてとらえることが
困難である。
【００４２】
　本発明の実施形態によれば、融像領域のみを撮像することで、使用者の妨害感を低減す
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ることができる。つまり、非融像領域を視野に入れないことで妨害感低減の目的を達成す
る。
【００４３】
　図３を参照して、融像について説明する。図３の（ａ）に融像領域の概念図を示す。
【００４４】
　図３の（ｂ）に融像可否の調査結果を示す。ここで融像とは、脳の中で右目像および左
目像を融合することで立体像を得ることを指す。
【００４５】
　図３の（ａ）において、観察者１１がある点を観た場合の輻輳角７、融像領域内の点２
２、２重像として認識される領域の点２３を示す。
【００４６】
　図３の（ｂ）は、複数人に対して、目の前の位置で、点状の物質を見た場合に、点状の
物質の左右の目の像が融像して単一視することができるか、調査した結果である。
【００４７】
　これによると、輻輳角を３０度以下とすると、融像しやすいことがわかった。年齢や環
境によっても異なるが、融像可能領域における最大輻輳角はおおよそ３０度以下であるこ
とがわかる。
【００４８】
　融像ができない理由は、左右の視線が撮像対象物を見るために異なる方向を向く、いわ
ゆる「より目」状態に眼球の筋肉が慣れていないことが挙げられる。
【００４９】
　また、他の理由として至近距離では撮像対象物の見える面が異なり、右目像と左目像と
が異なるため、同一物に視線を合わせられないことなどが想定される。
【００５０】
　この像に対して、無意識に融像させようとすることで疲労が発生する。また、融像しな
い像が視野の中にあり続けること自体でも、妨害感を生じさせ、疲労へとつながる。
【００５１】
　すなわち、妨害感を生じさせないためには、融像しない像を視野の中に置かないことが
好ましい。
【００５２】
　従って、処置具が処置具挿通チャネルから前方へ伸びていった場合、最初に視野境界面
と交わる点の処置具（処置具外周の頂点）と、右目用撮像部の撮像中心および左目用撮像
部の撮像中心とで成す角である輻輳角が３０度以下とする。これにより、左右の像の両方
に映る処置具の部分全ての位置において融像が可能となる。
【００５３】
　この点の輻輳角が３０度以下であることは、両撮像部による視野内のすべての点におい
て、処置具と右目用撮像部および左目用撮像部とが成す角は３０度以下であることを意味
する。
【００５４】
　処置具の可動線（ここでは、処置具の頂点の移動軌跡）と視野境界面が交わる点は、輻
輳角が最も大きくなる点であるためである。
【００５５】
　本実施形態に係る立体内視鏡が有する最大輻輳角を３０度以下とするための態様は前述
したとおりであるが、具体的には、右目用撮像部と、左目用撮像部との距離を近づける設
計や、処置具挿通チャネルの開口部と両撮像部との距離を遠ざける設計等が考えられる。
【００５６】
　処置具挿通チャネルの開口部と撮像部との距離を遠ざける方法の中でも、開口部を内視
鏡本体の側面に設ける構成の場合には、内視鏡本体が細径化できるので好ましい。
【００５７】
　ただし、輻輳角には、内視鏡の対物レンズに対する対象物の輻輳角と、内視鏡像をディ
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スプレイに表示した際の、観察者の目の輻輳角の２種類の輻輳角がある。
【００５８】
　観察者は、撮像対象物の立体視が一番よく見える位置関係で、ディスプレイを見るため
、人の目の輻輳角の変化は、内視鏡に対する対象物の輻輳角の変化にほぼ等しく対応する
ことが好ましい。
【００５９】
　内視鏡の複数の対物レンズの光軸を、内側、つまり処置具の付け根の方向に向けること
で、ディスプレイ観察時の処置具の付け根に対する輻輳角は小さくできる。
【００６０】
　しかし、このようにレンズの光軸向きを調整した場合、撮像対象物や、遠景において、
輻輳角の差が大きく出てしまうため、それは別の問題として疲労が増大するので好ましく
ない。
【００６１】
　無理やり近いものの像を見やすくするような極端な角度差をもった光軸の配置は可能で
ある。しかし、それは肉眼による立体の全体像を観察するシステムを構成する上で、最適
とは云えない。
【００６２】
　本発明においては、内視鏡の右目用撮像部および左目用撮像部の撮像部と観察物の輻輳
角と、ディスプレイを見る観察者の輻輳角とは、近いものが好ましい。
【００６３】
　本実施形態に係る立体内視鏡は、最大輻輳角を３０度以下とすることで、融像しやすい
画像を得ることができる。観察者が、３０度以下の輻輳角であっても、非融像による妨害
感を感じる場合には、画像処理等を併用して、妨害感を軽減することができる。
【００６４】
　この画像処理とは、妨害感のある画像を見えなくすることや画像処理により、さらに融
像しやすい画像に変換して表示する方法が考えられる。
【００６５】
　［第一の実施形態］
　図４を参照して、本実施形態の立体内視鏡システムについて説明する。本実施形態に係
る立体内視鏡システムは、主要構成要素として、立体内視鏡１、立体ディスプレイ１０、
ビデオプロセッサー２０、外部光源３０とを備える。
【００６６】
　立体内視鏡１は、使用者が把持する操作部１８と、被観察者の体内に挿入する内視鏡先
端部１９とを有する。立体内視鏡１は、視差のある２つの像を撮像できる構造であり、単
眼で、中の光路に差を持たせて、視差のある２つの像を撮像するものでも、複眼のもので
もよい。
【００６７】
　先端に対物レンズと、該対物レンズを通過した光学像が結像される撮像素子とを有する
。撮像素子としては、例えばＣＣＤイメージセンサーやＣＭＯＳイメージセンサーなどが
挙げられる。
【００６８】
　本発明に用いられる撮像素子は、内視鏡の先端部に設けられても、内視鏡操作部に設け
られてもよい。内視鏡操作部に設けられる場合は、ファイバーやリレーレンズにより、内
視鏡先端部から内視鏡の操作部まで情報を伝送する構成を採用すればよい。
【００６９】
　図４の（ｂ）は、内視鏡先端部１９を正面からみた平面図である。
【００７０】
　照明窓４は、ファイバー束により内視鏡の付け根からファイバー束を表に出し、外部光
源３０より光を導光して、内視鏡先端から撮像対象物を照明する。
【００７１】
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　外部光源３０は、主に白色光が用いられる。観察物の色を正しく観察するためである。
【００７２】
　白色の光源としては、キセノン光源、ハロゲン光源などが用いられ、低波長から短波長
まで、比較的強度に極端なムラがないキセノン光源が好適に利用される。
【００７３】
　内視鏡先端で撮像された光学像の画像情報は、電気信号として内視鏡内部を伝送され、
内視鏡後端に接続された信号ケーブル１７を介して、ビデオプロセッサー２０へ転送され
る。
【００７４】
　ビデオプロセッサー２０は、伝送されてきた、左右の画像を出力する表示器であるディ
スプレイ１０で立体表示するための信号変換や、その他画像処理を施す、立体表示処理回
路である。
【００７５】
　表示器としての立体ディスプレイ１０は、ビデオプロセッサー２０と接続され、伝送さ
れた立体表示用の映像信号を受けて立体表示するものであり、ＬＣＤ、ＯＬＥＤ、プラズ
マディスプレイなどのフラットパネルディスプレイや、プロジェクターなどであり得る。
【００７６】
　立体表示方式としては、円偏光方式、アクティブシャッターなどがあり、どちらも専用
めがねを用いるが、同期の不要な軽量の専用めがねを用いる円偏光方式の方が、好適に用
いられる。
【００７７】
　処置具６は、レーザーファイバーや、鉗子などの処置具であり、処置具挿通チャネル３
を挿通可能な直径を持つケーブルが付設されている。処置具挿通チャネルは処置具を通す
ための空間を有する。
【００７８】
　処置具６は、処置具挿通チャネル内の緩やかな屈曲に追随して、曲がることができるよ
う、可堯性を有する材質で作製されている。
【００７９】
　本実施形態では、立体内視鏡の先端部の二つの撮像部とその二つの撮像部の中点にから
垂線を下した点に処置具の中心が存在する形態を例にとって説明する。しかし、本発明は
、これらの実施形態に限定されない。
【００８０】
　本実施形態に係る立体内視鏡の形態をとった場合、処置具が両撮像部から等距離の位置
にあるため、操作性が向上する。
【００８１】
　右目用撮像部および左目用撮像部の視野内であって、右目用撮像部又は前記左目用撮像
部の視野境界線と、処置具が動く可動線と、の交点をＯとする。このとき、交点Ｏと右目
用撮像部の撮像中心Ａとを結ぶ線分ＯＡと、交点Ｏと左目用撮像部の撮像中心Ｂとを結ぶ
線分ＯＢと、の成す角度は、３０度以下、より好ましくは２５度以下とする。
【００８２】
　そのため、ここでは、突出口３の頂点と右目用撮像部の撮像中心とを結ぶ線分と、当該
頂点と左目用撮像部の撮像中心Ｂとを結ぶ線分と、の成す角度θを、ｔａｎθ＝０．２５
を満足する寸法としている。
【００８３】
　このため、観察者がディスプレイ上で視認するものはすべて、融像領域内の視差となる
影像となり、目の疲労は軽減される。
【００８４】
　具体的には、内視鏡の直径を１２ｍｍとして、対物レンズ間距離１５を３ｍｍ、対物レ
ンズ、チャネル間距離１６を６ｍｍ、処置具挿通チャネルの半径を１ｍｍとした。
【００８５】
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　角レンズの視野角は最大である９０度であった。この場合、処置具の任意の点に対する
輻輳角の最大値、つまり最大輻輳角は、２０．０度となり３０度を下回る。
【００８６】
　特許文献１に記載の発明の最大輻輳角を同様の方法で見積もると、６８度と見積もられ
る。
【００８７】
　この角度は３０度を大きく上回り、左右の画像を融像することが困難な画像である。
【００８８】
　このことは、特許文献１の図１０に融像しない画像が示されていることからも裏付けら
れる。
【００８９】
　なお、特許文献１の輻輳角を見積もるために、撮像部間の距離を１０ｍｍ、チャネルと
撮像部間の距離を６ｍｍとして見積もりを行った。
【００９０】
　本実施形態に係る輻輳角の算出は、図１の（ｂ）に記載の式を用いた。
【００９１】
　本実施形態では、光学系の視野角の方向依存性はないものと近似して計算を行う。
【００９２】
　本実施形態に係る立体内視鏡が有する輻輳角は、撮像部の視野角、撮像部の間の長さ、
処置具挿通チャネルの開口部との距離で決定される。
【００９３】
　［第二の実施形態］
　第二の実施形態の内視鏡は、内視鏡の先端面が傾斜角度２１をもって傾斜している点が
、第一の実施形態と異なる点である。
【００９４】
　図６を参照するに、処置具挿通チャネル３の突出口１３は傾斜した先端面に設けられて
いる。図６の（ｂ）は処置具が最大長まで延びた状態を示しており、可動範囲１２（処置
具の軌跡）における点１４が、処置具の軌跡上の任意の点で、視野内で輻輳角が最大とな
る位置を示す。
【００９５】
　この場合の焦点距離は中心で５０ｍｍとなり、且つ、斜視角度は３０度であった。
【００９６】
　この場合、処置具挿通チャネルの出口を、鉛直方向に対し２３度とすることで、処置具
の可動範囲内の位置１４において、輻輳角が最大となるが、その最大輻輳角は３０度以下
である。
【００９７】
　さらに、画像中央に映る撮像対象物５を、焦点位置で処置ができ、影像を見た際の疲労
が無く、さらに、操作性に優れた処置ができる。
【００９８】
　レンズの光軸とはレンズの視野における中心線であり、図５中に実線で示している。光
軸上には、焦点の合う領域が点または線分として存在し、焦点の合う領域上では、単眼に
おいても像が鮮明になる。このため、左右のレンズの光軸上の焦点が合う領域の中間位置
に処置具が来て、そこで処置ができる場合、画像中心で、鮮明な画像を見ながら処置がで
きる。
【００９９】
　このため、本実施形態に係る内視鏡は、疲労を低減させた状態で、且つ、画面の中央に
作業箇所が配置できるため、作業性が向上し、作業部位の周囲の状態を観察しやすくなる
。
【０１００】
　［第三の実施形態］
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　第三の実施形態の内視鏡は、内視鏡の先端部の構成が前述した各実施形態とは異なる。
【０１０１】
　図６を参照して説明するに、内視鏡の径８ｍｍに対し対物レンズ間距離１５を４ｍｍ、
対物レンズ、チャネル間距離１６を１０ｍｍとした。先端面の斜視角度２１を３０度とし
、処置具挿通チャネルの出口である突出口を内視鏡先端部の側面に設けている。また、処
置具の延出る角度を水平方向に対し２３度とした。さらに各撮像部の視野角は９０度であ
る。
【０１０２】
　この場合、処置具の可動範囲において、輻輳角が最大となる位置１４での輻輳角は１８
度となり３０度を下回っている。このため、表示される画像は融像された画像であり、疲
労感が低減した。
【０１０３】
　第一、第二の実施形態では、処置具挿通チャネルの突出口１３の配置が対物レンズ面と
同一面内となっていた。これに対して、第三の実施形態は、処置具挿通チャネルの突出口
１３が内視鏡の側面に配置されている。このため、第一、第二の実施形態と比較して撮像
部からさらに離れた位置に、処置具を配置することが可能となる。
【０１０４】
　このため、処置具の最大輻輳角をさらに小さくできる。これは、図１の（ｂ）の式にお
けるパラメータｈが大きくなることに相当する。
【０１０５】
　本実施形態に係る内視鏡は、処置具挿通チャネルの開口部と撮像部とを内視鏡本体の異
なる面に有するので、撮像部と処置具挿通チャネルの開口部が同一の面にある第一、第二
の実施形態と比較して、内視鏡最先端部の細径化が図れるため好ましい。
【符号の説明】
【０１０６】
　１　内視鏡
　２Ｌ　左目用撮像部（左対物レンズ）
　２Ｒ　右目用撮像部（右対物レンズ）
　３　処置具挿通チャネル
　４　照明
　６　処置具
　７　輻輳角
　８　視野境界線
　１２　処置具の可動範囲
　１３　突出口
　１４　視野内且つ可動範囲内で最大輻輳角をとる位置
　１９　内視鏡先端部
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